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１ 令 和 ７ 年 度 横 浜 市 

⑴ 収益的収入及び支出

第１款　完成土地収益

　第１項 営 業 収 益

　第２項　営 業 外 収 益

予 算

円 円 円

第１款　完成土地費用 2,326,444,000 0 0

　第１項 営 業 費 用 2,042,324,000 0 0

　第２項 営 業 外 費 用 264,120,000 0 0

　第３項 予 備 費 20,000,000 0 0

収　　入

支　　出

区 分

区 分

予 算 額

0

円

2,380,475,000

2,332,192,000 0

048,283,000

予備費
支出額

当 初 予 算 額

2,332,192,000

2,380,475,000

補 正 予 算 額

 地方公営企業法第

 24条第３項の規定

円円

0

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額

 る支出額 

0 48,283,000

合　 　計

流　用
増減額

 による支出額に係

 る財源充当額

地方公営企業

△ 13,281,000

円

0

0 2,313,163,000

円円

0

△ 13,281,000

20,000,000

264,120,000

0

0 0

2,029,043,000

法第24条第３

項の規定によ

円

0

小 計
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額

円 円

0 585,760,998 
 うち､消費税及び地方消
 費税相当額 999,806円

0 464,658,946 

0 101,102,052 

0 20,000,000 

円

3,282,542,642

決 算 額

不　用　額

備　　　　　　　　              　　考

円

1,073,308,303         

950,350,642           

 地方公営企業
 法第26条第２
 項の規定によ
 る繰越額

0

1,564,384,054 0

1,727,402,002

0

163,017,948

0

0

20,000,000

2,313,163,000

円

264,120,000

2,029,043,000

 埋 立 事 業 決 算 報 告 書 

合　　　      計
決　算　額

 地方公営企業
 法第26条第２
 項の規定によ
 る繰越額

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 △ 減

3,453,783,303

122,957,661           171,240,661

備　　　考

円 円
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⑵ 資本的収入及び支出

円 円 円

第１款  資本的支出 20,725,850,000 0 146,840,980

  第１項　埋 立 事 業 費 1,105,850,000 0 146,840,980

　第２項 企業債償還金 19,600,000,000 0 0

　第３項 予 備 費 20,000,000 0 0

5,840,700,000

5,840,700,000

第１款  資本的収入　

南 本 牧 埋 立
事 業 収 入

　第１項

0

区　　　　　分

△ 9,960,000

当 初 予 算 額

円

△ 9,960,000

円

0

0 19,600,000,0000

補 正 予 算 額
予備費
支出額

05,840,700,0000

20,715,890,000

円

0 1,095,890,000

流　用
増減額

収　　入

支　　出

区　　　　　分

予 算

予 算

円円

0

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 小　　　　　計

円 円

　地方公営企業法
　第26条の規定に
　よる繰越額に係
　る財源充当額

　地方公営企業
　法第26条の規
　定による繰越
　額

小　　　　計

5,840,700,000

資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額14,058,612,410円は、過年度分損益勘定留保資金等で補填した。

20,000,0000 0
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翌　年　度　繰　越　額

円 円 円

0 0 806,179,376

0 0 786,179,376

0 0 0

0 0 20,000,000

300,674,284

円

19,900,674,284

5,840,700,000

備　　　考

1,242,730,980

20,862,730,980

決　算　額

円
うち、消費税及
び地方消費税相
当額。。。。。
24,453,765円

155,877,320

155,877,320

円

155,877,320

0

         1,361,874

備　　       　　　　　考

　 

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 △ 減

決　算　額

円 円 円

5,840,700,000

0

0

0

0

155,877,320

円

額

継続費
逓　次
繰越額

5,842,061,874

合　　　　　計

5,842,061,874

額

継続費
逓　次
繰越額

合　　計

 継続費逓次
 繰越額に係
 る財源充当
 額

1,361,874         

円

不　用　額
 地方公営企業
 法第26条の規
 定による繰越
 額

合　　計

19,600,000,000

020,000,000

19,600,000,000 0
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(令和７年４月１日から令和８年３月31日まで) (単位　円)

１

(1)

ア 3,270,000,000    

イ 12,542,642       3,282,542,642    

(2)

ア 1,500,128,334    

イ 63,416,333       1,563,544,667    

1,718,997,975    

(3)

ア 48,282,050       

イ 122,958,611      171,240,661      

(4)

ア 162,857,529      

イ 999,806          163,857,335      7,383,326        

1,726,381,301    

1,726,381,301    

66,691,521,711   

64,965,140,410   

営 業 費 用

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

 ２　令和７年度横浜市埋立事業損益計算書 

完     成     土     地

土 地 貸 付 収 益

土 地 売 却 収 益

営 業 収 益

管 理 費

土 地 売 却 原 価

支 払 利 息

雑 支 出

補 助 負 担 金

雑 収 益

営 業 利 益

経 常 利 益

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金
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（単位　円）

資本剰余金合計 未処理欠損金 利益剰余金合計

62,110,815,197 0 66,691,521,711△  66,691,521,711△  4,580,706,514△  

0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 

（繰越欠損金）
0 66,691,521,711△  

0 0 1,726,381,301 1,726,381,301 1,726,381,301 

0 0 1,726,381,301 1,726,381,301 1,726,381,301 

（当年度未処理欠損金）

0 64,965,140,410△  

（注）この計算書における△表記は、減少、損失又は欠損を示す。

 ３　令和７年度横浜市埋立事業欠損金計算書 
（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）

当 年 度 末 残 高

剰　　　余　　　金

資 本 合 計利　益　剰　余　金

66,691,521,711△  

当 年 度 変 動 額

前 年 度 末 残 高

前 年 度 処 理 額

62,110,815,197 

議 会 の 議 決
に よ る 処 理 額

当 年 度 純 利 益

資 本 剰 余 金

4,580,706,514△  

資　本　金

2,854,325,213△  64,965,140,410△  62,110,815,197 

処 理 後 残 高
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（単位　円）

（注）この計算書における△表記は、減少又は欠損を示す。

 ４ 令和７年度横浜市埋立事業欠損金処理計算書 

資 本 金 資 本 剰 余 金 未 処 理 欠 損 金

0 0 

処 理 後 残 高

当 年 度 末 残 高

議会の議決による処理額

0 62,110,815,197 64,965,140,410△  

0 

64,965,140,410△  0 62,110,815,197 

（ 繰 越 欠 損 金 ）
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１

(1)

ア 10,970,062

　 10,970,062

(2)

ア 246,599,735,455  

246,599,735,455  

246,610,705,517  

２

(1)

ア 11,672,512,567   

11,672,512,567   

11,672,512,567   

３

(1) 17,130,938,513   

(2) 22,121,274,392   

(3) 53,258,000

39,305,470,905   

297,588,688,989  

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

 ５　令和７年度横浜市埋立事業貸借対照表 

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

土 地

（令和８年３月31日） （単位  円）

有 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

土 地 造 成 勘 定 合 計

完 成 土 地 合 計

未 処 分 土 地

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

完 成 土 地

土 地 造 成 勘 定

長 期 前 払 費 用

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

64



４

(1)

ア
50,500,000,000   

50,500,000,000   

(2)

ア 50,874,670       

50,874,670       

(3)

ア
233,321,251,510  

233,321,251,510  

(4) 2,454,461,018    

286,326,587,198  

５

(1)

ア
14,000,000,000   

14,000,000,000   

(2)

ア 101,493,709      

イ 7,483,626        

108,977,335      

(3)

ア 7,449,669        

7,449,669        

14,116,427,004   

300,443,014,202  

６ 62,110,815,197   

７

(1)

ア 64,965,140,410   

64,965,140,410   

64,965,140,410△  

2,854,325,213△   

297,588,688,989  

剰 余 金 合 計

未 払 金

欠 損 金

賞 与 引 当 金

当年度未処理欠損金

未 払 工 事 費

そ の 他 未 払 金

未 払 金 合 計

剰 余 金

資 本 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

長 期 前 受 金 合 計

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

企 業 債 合 計

欠 損 金 合 計

引 当 金

固 定 負 債 合 計

企 業 債

資　  本  　の  　部

負　　債　　の　　部

企 業 債

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

南 本 牧 埋 立 事 業
前 受 金

建 設 改 良 費 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

流 動 負 債

長 期 前 受 金

原 価 見 返 勘 定

建 設 改 良 費 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

固 定 負 債
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１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 1,726,381,301      

支払利息 162,857,529        

未処分土地の減少額 1,500,128,334      

長期前払費用の増加額 41,987,000△        

未収金の減少額 7,689,985,320      

前払金の増加額 53,258,000△        

引当金の減少額 50,016,617△        

長期前受金の増加額 5,840,000,000      

原価見返勘定の減少額 256,625,410△       

未払金の増加額 1,055,556          

小　　計 16,518,521,013     

利息の支払額 162,857,529△       

業務活動によるキャッシュ・フロー 16,355,663,484     

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー -

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費の財源に充てるための企業債の償還による支出 19,600,000,000△    

財務活動によるキャッシュ・フロー 19,600,000,000△    

3,244,336,516△    

20,375,275,029    

17,130,938,513    資 金 期 末 残 高

（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）                 （単位　円）

⑴  キャッシュ・フロー計算書

 ６　付　属　明　細　書 

資 金 減 少 額

資 金 期 首 残 高
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(単位　円)

目 金 額 備 考

3,453,783,303

営 業 収 益 3,282,542,642

土 地 売 却 収 益 3,270,000,000

3,270,000,000

土 地 貸 付 収 益 12,542,642

12,542,642

営 業 外 収 益 171,240,661

補 助 負 担 金 48,282,050

48,282,050

南 本 牧 地 区 48,282,050

雑 収 益 122,958,611

122,958,611

みなとみらい21地区 15,290,831         

南 本 牧 地 区 107,667,780

雑 収 益

企 業 債 諸 費 負 担 金

南 本 牧 地 区

南 本 牧 地 区

収          益

完 成 土 地 収 益

⑵  収 益 費 用 明 細 書

款 項 節
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(単位　円)

目 金 額 備 考

1,727,402,002

営 業 費 用 1,563,544,667

土 地 売 却 原 価 1,500,128,334

1,500,128,334

南 本 牧 地 区 1,500,128,334

管 理 費 63,416,333

37,993,114

15,907,519
予算額
 21,892,000

13,267,136
予算額
 21,561,000

6,055,196
予算額
 6,609,000

13,997

10,340

516,876

289,644

2,390

54,210

1,875,806

25,423,219

7,953,759
予算額
 15,637,000

9,146,399
予算額
 40,220,000

3,494,633
予算額
 4,722,000

2,529

5,170

1,263,583

443,602

1,640,822

節

給 料

（みなとみらい21地区）

手 当

繰 延 原 価

手 数 料

委 託 料

負 担 金

給 料

手 当

通 信 運 搬 費

（ 南 本 牧 地 区 ）

委 託 料

手 数 料

被 服 費

法 定 福 利 費

旅 費

被 服 費

旅 費

法 定 福 利 費

備 消 耗 品 費

賃 借 料

完 成 土 地 費 用

費          用

款 項
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目 金 額 備 考

270,860

64,561

1,195

27,106

48,370

1,060,630

営 業 外 費 用 163,857,335

支 払 利 息 162,857,529

162,857,529

みなとみらい21地区 61,565,270

南 本 牧 地 区 101,292,259

雑 支 出 999,806

385,789

614,017

通 信 運 搬 費

修 繕 費

支 払 利 息

負 担 金

燃 料 費

保 険 料

備 消 耗 品 費

みなとみらい21地区

南 本 牧 地 区

款 項 節
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ア　有形固定資産明細書

土 地 10,970,062        

計 10,970,062        

イ　投資その他の資産明細書

⑶　固　　定　　資　　産

0                 

0                 

年 度 末 現 在 高資 産 の 種 類

0                 

0                 

当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額年度当初現在高

0                      246,557,748,455          41,987,000               

10,970,062         

計

長 期 前 払 費 用

246,557,748,455          41,987,000               0                      

年 度 当 初 現 在 高

10,970,062         

当 年 度 減 少 額当 年 度 増 加 額資 産 の 種 類
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(単位　円)

当年度増加額

0 10,970,062

0 10,970,062

(単位　円)

246,599,735,455

246,599,735,455

備 考
年 度 末
償 却 未 済 高

減　　価　　償　　却　　累　　計　　額

0

　建設発生土受入事業費等

備 考

  明 細 書

当年度減少額

0

0

累 計

0

年 度 末 現 在 高
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償 還

当 年 度 発 行 額 発 行 額 累 計 当 年 度 償 還 高

円 円 円

⑴ 市 場 公 募
平成27.11.24～
　　令和4.4.22

0 23,600,000,000 6,900,000,000

⑵ 銀 行 等 引 受 令和2.3.23 0 3,600,000,000 0

計 0 27,200,000,000 6,900,000,000

⑴ 市 場 公 募
平成27.5.26～
　　令和4.4.22

0 56,900,000,000 12,700,000,000

計 0 56,900,000,000 12,700,000,000

0 80,500,000,000 19,600,000,000

0 3,600,000,000 0

0 84,100,000,000 19,600,000,000

0 84,100,000,000 19,600,000,000

建設改良費の財源に充てる
た め の 企 業 債 計

合　 計

種 類
発 行 総 額

発行年月日

市 場 公 募 合 計

銀 行 等 引 受 合 計

⑷ 企 業 債　　

建設改良費の財源に充てる
た め の 企 業 債

(みなとみらい21埋立事業)

( 南 本 牧 埋 立 事 業 )
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　　明　　　細　　　書

　　　　高

償 還 高 累 計

円 円 年 ％

6,900,000,000 16,700,000,000
0.05～

　　0.481
令和7～14年度

0 3,600,000,000 0.05 令和11年度

6,900,000,000 20,300,000,000

12,700,000,000 44,200,000,000
0.05～

　　0.524
令和7～14年度

12,700,000,000 44,200,000,000

19,600,000,000 60,900,000,000

0 3,600,000,000

19,600,000,000 64,500,000,000

19,600,000,000 64,500,000,000

備　考償 還 終 期未 償 還 残 高 発 行 価 額 利　率
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Ｉ  重要な会計方針

　１　資産の評価基準及び評価方法

　　(1) たな卸資産（完成土地及び未完成土地）の評価基準及び評価方法

　２　固定資産の減価償却の方法

　　(1) 有形固定資産

　　　　定額法によっている。

　３　引当金の計上方法

　　(1) 退職給付引当金

　　(2) 賞与引当金

　４　消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税は、税抜き方式によっている。

Ⅱ　貸借対照表等関連

　１　企業債の償還に係る一般会計の負担

Ⅲ　セグメント情報の開示

　１　報告セグメントの概要

 みなとみらい21埋立事業のうち国庫補助事業としての港湾整備事業

 南本牧地区における臨海部土地造成事業

 みなとみらい21地区における臨海部土地造成事業

決算報告書及びその他財務諸表における注記

 建設発生土受入事業

 港湾整備事業

        個別法による低価法によっている（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法

        職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における

        職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する額を計上して

事業の内容

臨
海
部
土
地
造
成
事
業

      貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定

      横浜市埋立事業会計は、金沢地先地区等、みなとみらい21地区、南本牧地区、金沢木材港地区、新

      により算定。）。

      いる。

      支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から３月までの４か月分）を計上し

　　　ている。

        なお、時価評価額が帳簿価格より下落しているものについては、横浜市埋立事業財務規則に基づ

      き、その差額を当年度営業費用の資産減耗費として計上している。

　　のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、7,347,230,783円である。

 金沢地先地区等

 みなとみらい21地区

 南本牧地区

 金沢木材港地区

 新山下町貯木場地区

　　　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおり。

　　山下町貯木場地区、港湾整備事業及び建設発生土受入事業を報告セグメントとしている。このうち、

　　金沢地先地区等、みなとみらい21地区、南本牧地区、金沢木材港地区及び新山下町貯木場地区は「臨

　　海部土地造成事業」として経理している。

事業区分

 金沢地先地区等における臨海部土地造成事業

 南本牧における公共事業から発生する建設発生土等の受入事業

 金沢木材港地区における臨海部土地造成事業

 新山下町貯木場地区における臨海部土地造成事業
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　２　報告セグメントごとの営業収益等

　　　令和７年度（自　令和７年４月１日　至　令和８年３月31日） （単位　千円）

金 沢 地 先
地 区 等

みなとみら
い 21 地 区

南本牧地区
金沢木材港
地 区

新 山 下 町
貯木場地区

小 計

- - 3,282,543 - - 3,282,543 - - 3,282,543 

- 37,993 1,525,552 - - 1,563,545 - - 1,563,545 

- 37,993△  1,756,991 - - 1,718,998 - - 1,718,998 

- 84,653△  1,811,035 - - 1,726,381 - - 1,726,381 

19,937,863 49,814,245 73,947,485 6,062,556 11,427,561 161,189,711 - 136,398,978 297,588,689 

- 20,329,714 143,714,322 - - 164,044,037 - 136,398,978 300,443,014 

- - - - - - - - - 

（注）　千円未満の端数処理のため、金額の合計と内訳が一致しないことがあります。

Ⅳ  リース契約により使用する固定資産

　１　リース取引の処理方法

Ⅴ　その他

　１　賞与引当金の取崩し

　　払）するため、賞与引当金8,547,000円を取り崩している。

      リース料総額が300万円以下の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

セ グ メ ン ト 資 産

セ グ メ ン ト 負 債

有 形 固 定 資 産
及 び 無 形 固 定
資 産 の 増 減 額

　　　令和７年度において、期末・勤勉手当及びこれに係る法定福利費として25,661,076円を支給（支

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 益

経 常 損 益

そ の 他 の 項 目

臨海部土地造成事業
港 湾 整 備
事 業

建設発生土
受 入 事 業

　　取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

合 計
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７ 令和７年度横浜市埋立事業報告書 

（令和７年４月１日から令和８年３月 31 日まで） 

 

1  概   況 

(1)  総  括  事  項 

埋立事業会計は、公有水面等を埋め立てることにより、港湾関連用地、工業用地、都市再開発用

地等を創出し、その土地処分により、産業集積、内陸部の住工混在の解消、都心部機能強化等の役

割を果たしています。 

令和７年度の工事概要については、埋立事業において、南本牧第５－１ブロック道路整備工事等

を行いました。また、土地処分の状況については、南本牧地区の一部を有償所属替しました。 

経理状況については、事業の営業活動等を表す収益的収支のうち、事業収益は令和６年度比 

33 億 7,957 万円増の 34 億 5,378 万円、事業費用は令和６年度比 13 億 9,042 万円増の 

17 億 2,740 万円となり、差引き 17 億 2,638 万円の黒字となりました。これにより、消費税等調整

額を除いた純利益は 17 億 2,638 万円（令和６年度比 19 億 8,915 万円増）となりました。 

また、施設の整備状況等を表す資本的収支のうち、収入総額は令和６年度比 200 万円増の 

58 億 4,206 万円、支出総額は令和６年度比 49 億 9,916 万円増の 199 億 67 万円でした。 

 

(2)  経営指標に関する事項 

令和７年度決算における企業債残高について、埋立事業会計は企業債の償還に取り組み、令和６

年度比 196 億円減の 645 億円となりました。引き続き、企業債残高を着実に減らしていきます。 

 

 ＜経営指標の推移＞ 

種 別 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

企業債残高 

円 

130,999,777,464 

円 

114,481,263,604 

円 

98,607,000,000 

円 

84,100,000,000 

円 

64,500,000,000 

 

 (3)  議会議決事項 

議 案 番 号 件                               名 提出年月日 議決年月日 

決算市第 19 号 令和６年度横浜市埋立事業決算報告書その他財務諸表 

令和 

７.９.25 

 

令和 

７.10.23 

認  定 

市  第 152 号 令和７年度横浜市埋立事業会計補正予算（第 1号） ８.２.10 ８.２.18 

市  第 94 号 令和８年度横浜市埋立事業会計予算 ８.２.10 ８.３.24 
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(4)  職員に関する事項 

ア 職員数(令和８年３月 31 日) 

種      別 事 務 職 員 技 術 職 員 合    計 

職   員   数 
人 

          ７ 

人 

３ 

人 

10 

 

  イ 給与改定 

横浜市人事委員会勧告等を踏まえ、職員の給与改定を行いました。 

 

 

2  工    事 

(1) 建設工事の概況 

ア 埋立事業 

種別 工         事         名 工  事  費 契約年月日 完成年月日 

付帯 南本牧ふ頭建設工事・第 5-1 ブロック道路整備工（その４） 
円 

146,085,500  
令和 

７.１.28 
令和 

７.11.28 

 

 

3  業    務 

(1) 業務量 

ア みなとみらい 21 埋立事業 

付帯工事及び管理一式 

イ 南本牧埋立事業 

付帯工事及び管理一式 
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 (2)  事業収入に関する事項 

科          目 金        額 内            容 

完 成 土 地 収 益 
 円 

3,453,783,303 
 

 

営 業 収 益 3,282,542,642 

土 地 売 却 収 益 

  南 本 牧 地 区 

土 地 貸 付 収 益 

  南 本 牧 地 区 

3,270,000,000 

3,270,000,000 

12,542,642 

12,542,642 

営 業 外 収 益 171,240,661 

補 助 負 担 金 

  南 本 牧 地 区 

雑 収 益 

  みなとみらい 21 地区 

  南 本 牧 地 区 

48,282,050 

48,282,050 

122,958,611 

15,290,831 

107,667,780 

 

 (3)  事業費に関する事項 

科         目 金          額 内                      容 

完 成 土 地 費 用 
 円 

1,727,402,002  

 

営 業 費 用 1,564,384,054 

土 地 売 却 原 価 

  南 本 牧 地 区 

管 理 費 

  みなとみらい 21 地区 

  南 本 牧 地 区 

1,500,128,334 

1,500,128,334 

64,255,720 

38,326,143 

25,929,577 

営 業 外 費 用 163,017,948   

支 払 利 息 及 び 

企 業 債 取 扱 諸 費 
163,017,948 

 みなとみらい 21 地区 

  南 本 牧 地 区 

61,618,030 

101,399,918 
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4  会    計 

 

(1)  企業債及び一時借入金の概況 

  ア 企業債 

前 年 度 末 残 高 当 年 度 発 行 額 当 年 度 償 還 額 年 度 末 残 高 

円 

84,100,000,000  

円 

0  

円 

19,600,000,000  

円 

64,500,000,000  

 

  イ 一時借入金 

    年度末現在高        0 円 

  

 

(2)  その他会計経理に関する重要事項 

 ア 一般会計負担金等の使途 

一般会計負担金及び補助金 5,890,343,924 円については、課税支出に 5,842,061,874 円(特定収

入)、不課税支出等に 48,282,050 円(特定収入以外)をそれぞれ充当しました。 

 

  イ 土地造成原価 

  売却予定地における 1 ㎡当たりの土地造成原価は、南本牧地区 63,700 円／㎡、92,600 円／㎡と

なりました。 
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